
資料１ 

 

「氷見市集中改革プランⅡ」の総括について 

 

市民にとって必要不可欠な事業を着実に実施するとともに、変化する社会情勢に機敏に対応

できる「持続可能な行政体」を目指して、平成２２年度から取り組んできた「氷見市集中改革

プランⅡ」は、平成２６年度をもって計画期間が終了します。 

プランの最終年度の途中ではありますが、集中改革プランⅡの見通しについて、プランの達

成目標として掲げた４点の数値目標ごとに検証します。 

 

 

 

１ 市税等収入の確保（一般財源の確保） 

目標①：市税の現年度収納率  ９８．５％以上を確保 

 

市税については、交付税算定基準（９８％）以上の確保を目指すということから、現年度

収納率で９８．５％以上という目標を設定しましたが、実績が出ている平成２５年度までの

すべての年度において目標を達成しました。 

 

 市税の現年度収納率（％） 

 H22 H23 H24 H25 H26 

収納率 ９８．９ ９８．８ ９９．２ ９９．０ － 

 

平成２２年度より税務課に納税推進班を設置し、市税収納を強化しており、平成２４年度

及び２５年度においては収納率が９９％を超え、貴重な一般財源の確保が図られました。 

今後も、少子高齢化や人口減少などが見込まれることから、一般財源の確保のみならず、

公平な税負担の観点からも、一層の市税収納強化に取り組む必要があります。 

 

 

 



２ 歳出の抑制（「別表１」参照） 

目標②：性質別経費ごとの削減目標 

     ○人件費の削減目標  ６．５億円以上 

     ○公債費の削減目標  １．５億円以上 

     ○投資的経費の削減目標  ４億円以上 

     ○繰出金の削減目標  ２億円以上 

     ○物件費、維持補修費、補助費等の削減目標  ５億円以上 

 

ア 人件費 

 給与水準の適正化や早期勧奨退職制度の活用などにより、計画的な削減を行ってきまし

た。しかしながら、人件費に係る各種負担金（議員共済費率、勧奨退職に伴う退職手当特

別負担金など）が増加したことなどにより、削減目標額（６．５億円）の達成は困難な状

況にあります。 

人件費削減の主な取り組みとして、特別職給与の１０％削減（平成１５年４月～継続中）、

管理職手当の１０％削減（平成１５年１０月～継続中）、一般職給料総額の５％削減（平

成２０～２３年度）、国に準じた給料の平均４．７％減額（平成２５年７月～平成２６年

３月）などを実施しました。その団体の給与水準を示すラスパイレス指数※では、全国市

平均や類似団体※の平均を下回っており、給与水準の適正化が図られています。今後も、

引き続き、財政状況や近隣自治体との均衡を考慮し、その適正化に努める必要があります。 

 

ラスパイレス指数の推移（％） 

 H21 H22 H23 H24 H25 

全国市平均 ９８．４ ９８．８ ９８．８ ９８．８ ９８．５ 

類似団体平均 ９７．３ ９７．７ ９７．７ ９７．９ ９７．８ 

氷見市 ９４．３ ９４．０ ９３．７ ９６．６ ９７．５ 

氷見市職員数（人） ４８０ ４６３ ４３８ ４２５ ４２１ 

※「ラスパイレス指数」：国家公務員の給与を 100とした場合の地方公務員の給与水準を示した指数。 

（H24、H25の指数は、国家公務員の時限的な（２年間）給与減額措置が無いとした場合の値。） 

※「類似団体」：全国の市区町村を人口規模や産業構造で細分化し、グループ分けしたもの。 

 

イ 公債費 

公債費については、平成２２年度から毎年度繰上償還を実施しています。４年間の合計

で１１．７億円の償還を行っており、計画期間だけでなく期間終了以降にもわたる負担の

軽減が図られています。また、通常債の新規借入を抑制し、後年度の公債費負担を縮減し

てきた結果、公債費の削減目標額（１．５億円）は達成できるものと見込んでいます。 

 

   市債の繰上償還額（百万円） 

 H22 H23 H24 H25 H26 

繰上償還額 ３４６ ３７２ ２９１ １６５ 未定 

 



 

ウ 投資的経費 

  投資的経費については、市民生活の安全・安心に係る事業を最優先に実施するものの、

それら以外の事業については将来負担を考慮し、計画的な縮減に努めてきたところです。 

  計画期間中には、新市民病院の建設、高岡地区広域圏ごみ処理施設の建設、市庁舎の移

転整備など、一般財源投入額の大きな事業もありましたが、公共事業等検討委員会（事業

調整部会）を開催し、事業の調整を図るなど、計画的に事業実施してきた結果、削減目標

額（４億円）は達成できるものと見込んでいます。 

 

 

エ 繰出金 

  繰出金については、公営企業の経営健全化、その他事業会計の適正な運営などに取り組

み、その縮減に努めてきたところです。 

  水道料金及び下水道使用料については、受益者負担のあり方の検討を行うため、平成２

３年度に「氷見市上下水道事業運営審議会」を設置し、審議を行ってきました。その審議

結果（答申）を受け、水道料金及び下水道使用料の見直しを決定（水道料金：５円／㎥引

き下げ、下水道使用料：３円／㎥引き上げ）するなど、その適正化が図られています。使

用料見直し後の平成２４年度以降で、下水道特別会計に対する繰出金は、改革前の試算に

比べ、約２億円の縮減が図られる見込みであり、繰出金全体でも削減目標額（２億円）を

達成できるものと見込んでいます。 

 

 

オ 物件費、維持補修費、補助費等 

  物件費、維持補修費、補助費等については、下水道施設の包括管理委託、若葉・栄町保

育園の民営化、消防指令業務の共同運用など、施設の管理・運営の見直しに取り組んでき

ました。また、事務事業の見直し及び内部管理経費の抑制、補助金・負担金の適正化など

の観点から、その縮減に努めてきたところです。 

しかしながら、企業立地助成金が増加したことに加え、事務事業の再編・整理、廃止・

統合等の検討に時間を要したことなどにより、削減目標額（５億円）の達成は困難な状況

にあります。 

  今後は、市民ニーズの変化を的確に捉え、新たな行政需要への対応を通して、事業の再

編等に取り組む必要があります。 

 

 

 



３ 公債費負担の適正化 

目標③：公営企業等を含む市債及び公債費に準ずる債務負担行為の現在高 

平成２６年度末 ４１０億円程度 

 

平成２６年度末の債務総額（公営企業等を含む市債及び債務負担行為額）は４５０億円を

見込んでいますが、この中には、プランⅡ策定時には想定していなかった「臨時財政対策債

※」が含まれています。これは、本来、国から配分されるべき地方交付税の代替財源であり、

市が建設事業等の財源として借り入れる通常債とは性質が異なるものと言えます。臨時財政

対策債を除く債務総額は平成２６年度末では３７２億円と見込んでおり、目標は達成できる

ものと考えています。 

債務総額（億円） 

区 分 

実 績 
H26末 

目 標 H22末 H23末 H24末 
H25末 

（見込み） 

H26末 

（見込み） 

市債残高 ４７９ ４７２ ４６０ ４５７ ４４７ ４０７ 

 
うち普通会計 ２５８ ２４６ ２４５ ２５４ ２５８ ２０１ 

うち公営企業等 ２２１ ２２６ ２１５ ２０３ １８９ ２０６ 

債務負担行為額 １５ １０ ８ ６ ３ ３ 

合計（債務総額） ４９４ ４８２ ４６８ ４６３ ４５０ ４１０ 

【参考】 

臨時財政対策債残高 
 ５６ ６３ ６８ ７４ ７８ － 

※「臨時財政対策債」：本来国が地方交付税として交付すべきところを、国の財源不足により、一旦地方に

地方債を発行させるもの。その償還に要する費用は、全額国が負担する。平成 13

年度以降続く措置であるが、プランⅡ策定時には、21年度までの措置とされていた。 

債務総額は減少しているものの、普通会計の市債残高は平成２５年度以降増加が見られま

す。これは、平成２４年度に、償還額の７～８割が、後年度、地方交付税として交付される

非常に有利な地方債である「緊急防災・減災事業債」が創設され、緊急的に取り組む必要が

ある小中学校の改築・耐震化や市庁舎の移転整備など、市民の安全・安心に関わる事業に多

く活用したことによるものです。 

市債の償還に対する地方交付税の交付などを除いた、市の実質的な債務総額を、財政規模

に対する比率として表した指標に「将来負担比率」があります。こちらの比率は、年々改善

しており、市の将来に渡る実質的な負担額は着実に減少を続けていると言えます。 
 

債務総額（億円）及び将来負担比率（％） 



４ 定員管理の適正化 

目標④：総定員の抑制（平成２７年４月１日現在の総職員数４１５人程度※、 

平成２２年４月１日比較の減員率△１３．１％） 

※基本計画策定時の目標は「４１９人程度」であったが、技能労務職の定年制見直しに伴い目標を変更。 

 

定員管理の適正化については、職種ごとに新規採用の基準を設け、総職員数の抑制を図っ

てきました。平成２６年４月１日における職員数は４２１人（平成２２年４月１日比較の減

員率は△１２．３％）で、ここまでは概ね計画どおりの抑制が図られており、平成２６年度

末の退職者数を考慮すると、最終年（平成２７年４月１日）には目標が達成できるものと考

えています。 

 

 職員数（人） 

区 分 
実 績 H27.4.1 

目 標 H22.4.1 H23.4.1 H24.4.1 H25.4.1 H26.4.1 H27.4.1 

一般行政職 ２８４ ２８１ ２７１ ２７０ ２６９  ２６９ 

保育士 ５０ ４７ ４４ ４２ ４１  ４０ 

技能労務職 ９０ ８３ ６９ ６１ ５９  ５４ 

消防職 ５２ ５２ ５４ ５２ ５２  ５２ 

医療職 ４ ０ ０ ０ ０  ０ 

合 計 ４８０ ４６３ ４３８ ４２５ ４２１  ４１５ 

 

また、一般行政職においては、平成２６年４月１日現在で２６９人と、すでに目標が達成

されており、計画的な減員が図られています。なお、職員数（教育及び消防部門、公営企業

等会計職員を除く）においては、平成２３年度以降、類似団体の平均を下回っています。今

後も、それぞれの職種において、定員管理の適正化に努めていく必要があります。 

 

氷見市の職員数及び人口１万人当たりの職員数（一般行政部門）（人） ※各年４月１日現在 

※この表で比較される職員数（折れ線グラフ）には、教育及び消防部門、公営企業等会計職員は除く。 

 



※ プランの目標を達成するための具体的な取組 

 

「氷見市集中改革プランⅡ」では、以上の４点の目標達成のため、それぞれの年度の「実

施計画」の中で、具体的な取組事項を定め、改善を図ってきました。その取組結果について

は以下のとおりです。 

 

 具体的な取組の実施状況（件） 

区 分 
実 績 

H22 H23 H24 H25 H26 

取組項目数 １１１ １２５ １２６ １２３ １２０ 

◎実施・継続 ８８ １０４ １０９ １０４  

○一部実施 １１ １２ ９ ９  

△検討中 １２ ９ ８ １０  

備  考 
－ 

６件終了 

２０件追加 

９件終了 

１０件追加 

８件終了 

５件追加 

６件終了 

３件追加 

－ 

 



 

 

【別表１】平成22～26年度一般会計歳出（性質別一般財源）の削減目標と実績（見込み）との比較

単位：百万円

H22 H23 H24 H25 H26 H22～26

決算額 決算額 決算額 決算額
6月補正後

予算額
合計

a b c d e f（a～e） g h（f-g）

人件費 3,674 3,699 3,504 3,270 3,377 17,524 17,843 △ 319 △ 650

扶助費 850 892 962 1,018 1,031 4,753 4,286 - -

公債費　※繰上償還額を除く 3,282 3,077 2,942 2,769 2,692 14,762 - - -

（繰上償還額の内、計画期

間外に係るもののみ除く） 3,524 3,310 3,063 2,804 2,692 15,393 15,939 △ 546 △ 150

投資的経費 925 936 957 1,529 1,053 5,400 6,364 △ 964 △ 400

繰出金 3,440 3,495 3,424 3,464 3,536 17,359 17,652 △ 293 △ 200

減債基金積立金 25 150 175 25 - -

2,372 2,341 2,462 2,411 2,507 12,093 11,233 860 △ 500

14,568 14,440 14,251 14,611 14,196 72,066 - △ 1,262 △ 1,900

346 372 291 165 - 1,174 - - -

※（参考）平成22～26年度一般会計歳入の削減目標と実績（見込み）との比較

単位：百万円

H22 H23 H24 H25 H26
H22～26

合計
改革前の
試算額

5年間合計
額と試算額
との比較

15,247 14,877 14,884 14,815 13,770 73,593 68,651 4,942

歳出合計

（参考）
　公債費繰上償還額

歳入合計

区　分

物件費、維持補修費、補
助費等

5年間合計
額と試算額
との比較

削減
目標額

改革前の
試算額

 


